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〔
省

令
〕

〇
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る

法
律
施
行
規
則
及
び
厚
生
労
働
省
関
係
石

綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法

律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
厚
生
労
働
一
二
五
）

J

〔
告

示
〕

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
五
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付

国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
財
務
二
九
五
〜
三
〇
一
）

M
K

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
六
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付

国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
同
三
〇
二
〜
三
〇
四
）

M
Q

〇
個
人
向
け
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令

第
四
条
第
十
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行

し
た
個
人
向
け
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告

示
（
同
三
〇
五
）

M
R

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

N
I

〇
厚
生
労
働
省
令
第
百
二
十
五
号

労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
八
十
四
号
）
第
十
九
条
第
六
項
、
第
二
十

条
第
三
項
及
び
第
四
十
五
条
の
二
並
び
に
石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律（
平
成
十
八
年
法
律
第
四
号
）

第
三
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
準
用
す
る
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
第
十
九
条
第
六
項
及
び

第
四
十
五
条
の
二
の
規
定
に
基
づ
き
、
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
及
び
厚
生
労
働
省
関

係
石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
四
年
九
月
十
一
日

厚
生
労
働
大
臣

小
宮
山
洋
子

労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
及
び
厚
生
労
働
省
関
係
石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救

済
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
七
年
労
働
省
令
第
八
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
第
一
項
中
「
と
い
う
。）は
」
の
下
に
「
、
第
三
十
六
条
の
規
定
に
よ
り
官
署
支
出
官
（
予
算
決
算
及
び
会

計
令
（
昭
和
二
十
二
年
勅
令
第
百
六
十
五
号
）
第
一
条
第
二
号
に
規
定
す
る
官
署
支
出
官
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）が

行
う
法
第
十
九
条
第
六
項
及
び
第
二
十
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
還
付
金
の
還
付
に
関
す
る
事
務
を
除
き
」
を
加
え

る
。第

三
十
六
条
第
一
項
中
「
す
で
に
」
を
「
既
に
」
に
改
め
、「
と
き
は
、」
の
下
に
「
官
署
支
出
官
又
は
」
を
加
え
、

同
条
第
二
項
中
「
労
働
保
険
料
還
付
請
求
書
（
様
式
第
八
号
）
を
」
の
下
に
「
官
署
支
出
官
又
は
」
を
、「
に
あ
つ
て

は
、」
の
下
に
「
所
轄
都
道
府
県
労
働
局
長
及
び
所
轄
労
働
基
準
監
督
署
長
を
経
由
し
て
官
署
支
出
官
又
は
」
を
加

え
る
。

第
八
十
条
第
一
項
中
「
事
業
主
が
厚
生
労
働
大
臣
」
の
下
に
「
若
し
く
は
官
署
支
出
官
」
を
加
え
る
。

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
産
業
技
術
総
合
研
究
所
特

定
計
量
器
型
式
承
認
、
独
立
行
政
法
人
物

質
・
材
料
研
究
機
構
、
西
日
本
高
速
道
路

株
式
会
社
工
事
開
始
変
更
、
日
本
放
送
協

会
入
札
関
係

Q
I

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
、
行
旅
死
亡
人
関

係

Q
J

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

Q
M

˜
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